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第 14 期北海道生涯学習審議会 第１回センター部会会議録 

 

１ 会議の概要 

（１） 日 時 平成 30 年 10 月 29 日（月）14:00～15:30 

（２） 場 所 北海道立道民活動センタービル「かでる２・７」 ８階 創作実習室 

（３） 出席者 〈センター部会委員〉4 名  

        〈事 務 局〉7名 

（４） 次 第 

① 開会 

② 所長挨拶 

③ 委員の出欠確認 

④ 部会長・副部会長の選出 

⑤ 議事（報告） 

   （１） センター部会の概要説明について 

   （２） 部会年間計画について 

⑥ 議事（説明・協議） 

   （１） 平成 29 年度センター事業実施状況について 

   （２） 平成 30 年度センター運営計画について 

   （３） 学習機会の提供の在り方について 

       ・道民カレッジの現状について 

⑦ 閉会 

 

２ 発言要旨 

① ～ ④ 、⑦については省略 

 

⑤説明事項 （１） センター部会の概要説明について 

      （２） 部会年間計画について 

 ●事務局 

   センター部会の概要について説明する。平成27年度に道庁全体で附属機関の見直しがあり、それまで

センターの運営についてはセンター運営協議会で御協議いただいていたが、見直し後に生涯学習審議会

に統合して、平成28年度から当センターの運営について生涯学習審議会で審議いただくことになってい

る。生涯学習審議会の中の専門的な審議をしていただくセンター部会を、平成28年度から設置している。

生涯学習審議会の本会議とは全く別途に、センターの運営について御協議いただく場ということで、御

理解いただきたい。 

センター事業の実施状況の報告・運営計画について御審議をいただくことに加えて、例えば平成28年

度であれば道民カレッジ事業の見直しや調査研究といったことについて、重点的に御審議をいただいて

いる。その結果、道民カレッジの大幅なリニューアルをして、平成29年度から進めている。また昨年度

については、研修事業におけるＩＣＴの活用に関する取組について重点的に御審議をいただいており、

その結果、今年の取組としては後ほど担当から御報告させていただくが、６月の全道的な規模の職員研

修の際に、遠方から来られない方々に対してインターネットを使ってライブ配信をして、試行的に根室

管内の市町村の方に見ていただいた。そういった取組も行っているような状況であり、センター部会で

話が出された部分については何とか施策として実現させていく方向で取り組んでいるところである。 

   センター部会の今期の実施計画について説明する。センター部会については、生涯学習審議会の委員

の中から会長が委嘱してということで、１０月４日の審議会で選出された５名で組織をしている。平成

32年の５月31日までの任期でお務めいただくことになる。事務局については、当センターの職員の８名

である。今年度の部会については、実施日程及び協議内容にある議題を提案させていただきたいと考え

ているが、例年どおり、当センターの年間の事業の実施状況の報告・運営計画等の説明を行わせていた

だき、それに加えて、学習機会の提供の在り方について各回の会議において時間をとって御審議をいた
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だきたいと考えている。 

  

○部会長 

   それでは今御説明いただいた内容について、質問などありますか。 

 

 ○委員 

実質的な協議の内容は、学習機会の提供の在り方ということになるのか。これは、イコール「道民カ

レッジ」の在り方というふうに考えておいていいのか。 

 

●事務局 

   はい。それに派生をして本道の生涯学習振興の在り方という大きな部分にも関わってくるかもしれな

いが、センターの取組ということで、イコール「道民カレッジ」ということで結構である。 

 

⑥協議事項 （１） 平成29年度センター事業実施状況について 

●事務局 

   平成29年度センター事業実施状況について説明する。当センターが担っている５つの機能に沿って御

報告をさせていただく。「１ 調査・研究」について、昨年度は、研究テーマを「地域づくりの担い手育

成に資する社会教育行政の在り方に関する調査研究」ということで進めている。概要としては、地域に

愛着を持ち、地域のために活動する人材の育成のポイントについて、市町村において担い手を育成する

事業の有無、また、地域で活動する団体・個人、教育委員会における担い手育成事業の有無について調

査票調査を行い、分析を行った。そこで明らかになったこととしては、先日の生涯学習審議会でお配り

したダイジェストにあったとおり、教育委員会が担い手育成事業を行うと、その自治体内で地域づくり

を行う団体が多くなること、社会教育担当者が学びと活動の繋がりの構築を行うことは、地域の担い手

育成を目的とした事業から実際に活動に発展する団体を多く生み出すことなど、データに基づいて明ら

かにすることができた。 

当センターでは市町村教育委員会や生涯学習指導者等からの調査研究に対する相談に対応している。

相談内容については、学習機会、各種事業に関わる相談というところが多く見られている。 

次に、「指導者の養成・研修」についてである。主催研修事業については「北海道社会教育セミナー」、

「課題対応型学習活性化セミナー」など５事業８本を実施した。全体で661名の参加となっている。 

次に、「自主研修団体の受入」について説明する。この受入事業は、市町村教育委員会や社会教育関係

団体などが当センターにおいて行う自主的な研修に対して指導・助言を行う事業である。受入団体数は

23団体となっており、前年度と比べて１団体の増となった。人数については、19名の減で62名になって

いる。また、職員派遣事業については、各種研修会等に当センターの職員を派遣して指導・助言を行っ

ている。昨年度に比べて７件少ない39件となっている。 

「学習情報の提供・相談」を御覧いただきたい。学習情報の提供に関する取組としては、生涯学習の

ポータルサイト「生涯学習ほっかいどう」を運営している。「生涯学習ほっかいどう」のアクセス数につ

いては、平成29年度においてはサイト内のアクセス数が35万3,446件となっている。昨年度はサイト内に

「教材ライブラリー」という映像コンテンツを設け、そちらの充実に努め、昨年度より４万件ほど増加

している。内容としては、けん玉や簡単な工作の作り方など、１分から２分程度の手軽に見ていただけ

るものとしている。 

   「学習相談」については、専任の相談員を配置している。学習機会や講師の紹介等を行っている。「家

庭教育相談」については、臨床心理士による家庭教育相談事業である。昨年度より７件の減となってい

る。状況としては、女性の 40 代の相談者が多いという状況である。 

   ここから先、民間に事業委託して行っている内容になる。毎年度一般競争入札を行い、昨年度は公益

財団法人北海道生涯学習協会に委託をして事業を運営している。 

   「展示コーナー」の取組については、昨年度は 13 団体の利用となっている。 

続いて、「４ 学習機会の提供」についてである。当センターでは「学習機会の提供」イコール「生涯

学習カレッジ事業」ということになる。道民カレッジの平成 29 年度末までの学生数は、31,239 人であ
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る。主催講座「ほっかいどう学」大学インターネット講座では、産業や地域活動などをテーマに６本の

講座を新たに配信した。インターネットの講座では、インターネットを利用できない方のために、講座

を収録したＤＶＤの無料貸出もしている。 

   また、「ほっかいどう学」地方創生塾は、羅臼町と美幌町で実施した。それぞれの町で塾長を立て、羅

臼町では羅臼町活性化ワーキンググループ、美幌町では美幌町青年活動団体Ｂ－ｌｉｖｅの活動を活性

化させるためのワークショップの開催というかたちで進行しているところ。 

   道民カレッジ連携講座について、平成 29 年度は 5,780 講座、28 年度から約 1,900 講座増加している。

小中学生を対象にした事業の掘り起こし、また、学校開放講座の登録の呼びかけなどの働きかけで連携

講座が増えたものと考えている。講座の受講者も、133,415 人と、前年度より３万人あまり増えている。 

   最後に、「教育メディアの利用促進」について、前年度に比べ、視聴覚教材については、利用件数が

94 件、貸出本数が 106 本増加している。 

   以上で、平成 29 年度の事業実施状況についての説明を終わる。 

 

○部会長 

   昨年度のことを御報告いただいたということになるが、何か今の説明について、御質問・御意見があ

ればお願いします。 

  ＜質問・意見等無し＞ 

 

⑥協議事項 （２） 平成 30 年度センター運営計画について 

 ●事務局 

  【計画全体について】 

   当センターの平成 30 年度の運営計画について説明する。３の事業実施に関する計画の詳しい内容に

ついては、各担当から説明する。 

   運営の基本方針は、当センターが本道の生涯学習振興の拠点として様々な主体と連携を図り、道民の

学習や活動が豊かに展開されることを支援することとなっている。 

   当センターの機能としては、「調査・研究」「指導者の養成・研修」「学習情報の提供・相談」「学習機

会の提供」「教育メディアの利用促進」の５つがある。 

   運営の重点について、先ほどの５つの機能別に重点がある。「調査・研究」では、当面する課題に関す

る調査・研究を行うこと、生涯学習関係職員等に対する相談活動。「指導者の養成・研修」では、生涯学

習関係職員等に対する研修を行い、関係職員の資質向上と指導者の養成。「学習情報の提供・相談」では、

北海道生涯学習情報提供システムを活用した学習情報の提供と、各種相談の充実。「学習機会の提供」で

は、道民カレッジの充実。「教育メディアの利用促進」では、道民の多様なニーズに対応した視聴覚教材

の貸出による学習活動支援となっている。 

   広報計画等についてご説明させていただく。報道機関や道が行う情報提供の機会などを活用すること、

また、併せてホームページにおいて、随時研修会の開催案内や事業報告を掲載するなどして、情報を発

信している。 

   「予算の概要」以降については、後ほど参考までに御覧いただきたい。 

 

 ●事務局 

  【調査・研究について】 

   事業の年間計画について説明させていただく。昨年度から２年の計画で進めている。「調査・研究」の

テーマは「学びと活動の循環を促すための方策に関する調査研究」である。今年度は道内各市町村への

調査票調査、５市町村程度のヒアリング調査、調査結果の分析を行う予定。現在、調査票調査を行って

いるところであり、高校生以上を対象とした地域の担い手育成の事業について、その有無、また、実際

に活動につながったかどうかを聞いている。本年度の調査に基づいて、この後ヒアリング調査というこ

とで進めていきたいと考えている。活発な活動につながっている事業があるというところに対して、ヒ

アリングを予定している。 
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●事務局 

  【学習機会の提供について】 

   「学習機会の提供」について説明させていただく。「学習機会の提供」については、「道民カレッジ」

を展開している。当センターと公益財団法人生涯学習協会が事務局として進めており、事業そのものは

生涯学習協会が行っている。本部事務局として当センターの役割は、受託者への助言指導である。また、

本年度で終了となるが、「ほっかいどう学」ネット検定の支援、教材ライブラリーの充実ということで頑

張っているところ。道民カレッジ事業については、この後時間を取って御協議いただくことになってい

るので、ここでは割愛させていただく。 

 ●事務局 

  【指導者の養成・研修について】 

   今年度の主催研修事業については、４事業を予定している。また、ＩＣＴの活用について推進を図っ

ている。この場では、「北海道社会教育セミナー」「生涯学習推進専門講座」について説明させていただ

く。 

   順番が前後するが、「生涯学習推進専門講座」について説明させていただく。この事業は、市町村を対

象とした事業で、市町村の社会教育主事等の資質の向上を図るもの。今年度は、美深町、夕張市、千歳

市、豊頃町、中標津町で進めているところ。それぞれのまちで、まちの担当者が進めたい事業の進め方

について研修をし、実践していくというもの。 

   次に「北海道社会教育セミナー」について、この研修会では研究テーマが設定されており、テーマは

「地方創生の時代における社会教育行政の在り方～「学び」と「活動」の循環を促すための方策につい

て～」となっている。このテーマに沿って、社会教育セミナーにおいて理論研究を行い、参加者が、そ

れぞれ各自が自分のまちで実践した後に、２月の「地域生涯学習活動実践交流セミナー」において、実

践内容を交流するという内容で研修を行っている。また、「北海道社会教育セミナー」では、ＩＣＴの活

用・遠隔配信を行った。今回は、根室管内の２箇所で配信を行った。受講した方から概ね好評を得るこ

とができたが、画質・音質などの精度を上げた方が良いなどのことがわかった。今後、さらに改良を図

っていく。 

   次に、その他の「指導者の養成・研修」について説明する。「職員研修事業」について、今年度も４月

に「新任社会教育主事研修」「新任社会教育指導班主査等研修」を行った。   

次に、「自主研修団体受入事業」と「職員派遣事業」について、支援を必要とする機関や団体へ情報が

届くよう取り組んでいるところである。今年度は、八雲町の社会教育委員自主研修会への職員派遣、豊

浦町教育委員の研修の受入などを行っている。 

 ●事務局 

  【学習情報の提供・相談について】 

「学習情報の提供・相談」について、前年度と同じ内容で学習相談・学習情報の提供等を行っている。 

 ●事務局 

  【教育メディアの利用促進について】 

「教育メディアの利用促進」について、今年度についても、引き続き新たな教材を購入し、資料の充

実に努めているところ。 

 

○部会長 

   今年度の運営計画ということで、一部内容の済んでいるものは報告書も説明していただいたが、何か 

御質問や御意見はありますか。 

＜質問・意見等無し＞ 

 

⑥協議事項 （３） 学習機会の提供の在り方について・道民カレッジの現状について 

 ●事務局 

   「道民カレッジ」の概要である。道民カレッジは、学びたいという意志を唯一の入学資格とする北海

道の生涯学習の学園である。 

 運営の基本方針は、当センターが本道の生涯学習振興の拠点として様々な主体と連携を図り、道民の
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学習や活動が豊かに展開されるよう支援することとなっている。 

事業の目的としては、「北海道らしい生涯学習社会の実現」となる。「北海道らしい生涯学習社会」と

は、第二次北海道生涯学習基本構想によると、北海道に誇りと愛着を持ちながら、いきいきと働き、安

心して暮らすことができる個性あふれる地域社会、また、北海道に住んでいて良かった、ここでずっと

暮らしたいと思い、様々な問題を自立的に解決し、お互いに支え合っていく社会ということである。 

道民と講座、道民カレッジの関係については、道民がカレッジ本部事務局に入学を申し込むと、事務

局からカレッジの手帳が送られ、カレッジ手帳を受け取る。その後、連携機関の講座を受講して、単位

を取得する。一定単位を取り、道民カレッジ本部に申請をすると称号がもらえるシステムである。 

 本年度の取組である。主催講座として「「ほっかいどう学」地方創生塾」「地域活動実践講座」等を行

っている。「「ほっかいどう学」地方創生塾」は、昨年度から引き続き、美幌町・羅臼町で行っている。

美幌町はまちづくり体感トレーディングカードゲームの導入ということで、その開発から行っている。

羅臼町については、ワーキンググループで行っている事業「しれとこ羅臼こんぶフェスタ」などを含め

て、塾長のもと、様々な研修をしながら、さらに意欲を高めていこうというところである。そして、今

年度２町が加わった。苫前町、上士幌町である。どちらもこの事業を活用し、地域の若者が学習を深め

ている。２年間という支援の時間があるので、これから具体的な活動を進めるということになっている。 

 次に、第１回地域活動実践講座実施報告書について説明する。これは主催事業として行っているとこ

ろだが、参加者 20 名で、それぞれの活動してきたことを発表し合おうというような事業である。発表し

たことに対して、グループワークなどを重ねて、今後のそれぞれの発展にさらにプラスになるようなと

いうところを意識して行っている事業である。 

 現在の道民カレッジの講座・コースである。昨年度新設しているのが、「ほっかいどう学科」の「地域

活動コース」、「教養学科」の「キャリアアップコース」である。「キャリアアップコース」については、

コース名を変えたというところが大きな変更点である。 

 続いて、これまでの取組による成果と課題である。まず成果だが、道民カレッジの登録学生数、受講

者数、連携講座数ということで挙げている。市町村や関係団体等との連携・協力のもと、幅広い学習機

会を提供できているのではないかと感じている。また、道民カレッジを活用して生涯学習を行う道民も

増加しているのではないかと思っているところ。 

 続いて、課題としては３点を挙げている。まず、「ア 学びの継続性」である。表は過去２年間の道民

カレッジ生の年代と受講数ということである。表左側の「１」については、過去２年間に１回しか受講

していないというところで、10 歳未満から 90 代まであるが、70 代・80 代は別だが、ほぼ全ての年代に

おいて、２年間で１回限りの学習機会しかなかったのではないかということがここから見えて参る。ま

た、過去２年間受講者の延べ人数と単位申請の延べ人数にしたが、受講者数は延べ 244,524 名に対し、

単位申請者延べ人数が 1,924 名ということになり、全体の受講者数の中で、5.26％が単位申請をしてい

るということが、結果として出ている。 

次に「イ 地域間格差の解消」である。表には、石狩、札幌、胆振と根室に網掛けをしている。上の

数字を御覧いただきたい。札幌、石狩については数字が大きくなっていると思う。大きなまちの札幌を

抱えているため当然というところもあるが、石狩全体で約 2,568 講座あるということで、他と比べて圧

倒的である。胆振と日高については、管内の値を御覧いただきたい。この管内の値は計算が複雑になる

が、平成 29 年度の講座数 5,780 を人口で割った値を１とした。同じように根室であれば、講座数を人口

で割ったという値を出している。そうなると、根室については 0.53、胆振については 0.56 ということ

で、住民に講座が行き渡っている状況として、全道平均の半分くらいであるということが見えてきた。

そうなると、連携講座の実施数というのは、偏りがあるのではないかということが見えてきた。どの地

域にも学習機会が均等にあるということは言い難いのではないかと考えたところ。 

続いて、「ウ 地域のよさや課題を学ぶコース、学びを行動につなげるコースの充実」である。平成

29 年度のコースの新設というのも、この「ほっかいどう学」や「キャリアアップ」というところを重点

的に北海道として進めるべきではないかというような御意見をいただいて行ったものであるが、平成 29

年度に関しては、地域活動が項目として増えた分、平成 28 年度以前よりは「ほっかいどう学」「能力開

発」と比べることになるが、割合としては増えていると言える。講座数もこの３年間で増えている状況

であり、このようなかたちで推移している。下の表は管内ごとにコースの講座数を出したもの。「ほっか



- 6 - 

いどう学」「地域活動」という横軸については、その講座数に占める割合ということで出している。道が

進める事業として、「ほっかいどう学」「地域を知る」という内容にあわせて、これから自分のために、

また地域のために学んだことを活かすんだというキャリアアップというようなところを増やしていかな

ければならないと考えているところだが、なかなか割合としての向上が見られないところがこの表に出

ていると考える。 

参考として載せているものが４ページにある。参考としている理由だが、学ぶ内容の分け方が違うた

めである。我々が考えている「ほっかいどう学」や「地域活動」、また「キャリアアップ」という項目に

入るのは、「職業知識・技術の向上という部分と、「市民意識・社会連帯意識」の事業に入るのではない

かと思ったところ。「２ 各管内のタイプ別事業の実施市町村数」を御覧いただくと、事業数としてはそ

こそこあるということも言えるが、市町村数で見ると実施しているところが 50％を下回るところが多く、

先ほどの「ウ」と併せて、道としてはこの部分に力を入れて大変有益ですよというようなことを訴えら

れるようなことができないかと考えたところ。 

今お示ししたデータの数々があるが、今後目指す方向として、事務局としては「学びから行動へ」と

いう方向性を持った。その中で、特に３点についてセンター部会で御協議いただきたいと考えていると

ころ。一つ目が「いつでも、どこでも、だれでも、地域間格差がなく学ぶことができる」ということ。

それから、「地域が抱える課題の解決に向けた技能や知識を身につける学習機会がある」ということ。最

後に、「生きがいづくり、学びを地域で生かせる環境づくりに向けた継続した学びの場がある」というよ

うな状況をつくっていくべきではないかと考えており、４番には検討スケジュールを案としてお示しし

ているが、この部分を御協議いただき、今後この方向で進めて良いかというところで御意見いただけれ

ばと思う。 

 

○部会長 

   道民カレッジの概要と取組内容、成果と課題をまとめてお話いただいた。おそらく今日の趣旨として

は、あと３回議論する時間があるので、まずは大きな１番２番、３番の中でいうと（１）（２）の今御報

告いただいた内容とその分析について意見を交換していただき、この先どういうあたりに焦点を絞って

議論していくのかということについて、御検討いただくということで時間を使えればと思う。御提案い

ただいた方向性というのが３番にあって、地域間格差をさらに無くしていくということだとか、地域課

題の解決に向けた議論や知識を身につけられるようにすることと、学びの継続性というのをどのように

確保していくのかというのが課題なのではないかとまとめていただいたが、案ということになると思う

ので、どこに焦点を絞っていくかというのを御協議いただくことになる。どこからでも結構なので、御

質問・御意見があればお願いします。 

 

 ○委員 

   私たちのセンターも学習機会の提供が主たる事業ということもあり気になる数字であった。連携講座

数が増えているので、受講者数が増えたということは想像がついたが、３番（２）の「ア 学びの継続

性」のところで、２年間の受講回数１回が多いということだが、この１回について、どういったコース

を選択された方が多かったかというところは調査されているのか。 

 

 ●事務局 

   そこまで調べてはいないが、印象としては教養の部分、特に教養学科の中の教養というのが一番多い

講座だったように感じている。データとしては別々の表になっているため、突合させる作業があるため、

検討させていただきたい。出せるのであれば出したいと思う。 

   今回我々も受講者数だとか、カレッジ生数だとか、累計なり、どのくらい増えたかという数字は押さ

えていたが、その方々がどれくらいの講座を何回くらい受けていたのかというデータは、実は今まで明

確に数字は持っていなかったので、今回実際に調べてみると、こういう数字になっていたということで、

今回資料を出させていただいたというところ。 
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 ○部会長 

   「ア」の数字自体が今回初めてつくられたということか。 

 

 ●事務局 

   この数字まで出したのは今回が初めてということである。 

 

 ○部会長 

   今のコメントは、１回しか受講していない人が問題だという意識でこの表をつくっていただいたので、

１回の人が受けている講座のタイプと２回以上受けている人の講座のタイプに何か意味があるとした

ら、継続性を確保する時のヒントになるのではないかということ。つくれるデータとつくれないデータ

があるということで、そこは検討していただければと思う。 

 

 ●事務局 

   事務局として、数字として課題だと考えているのが、（２）アの太い囲みの部分に書いてあるが、受

講者延べ人数が 244,524 人に対して、単位申請をしている方が 1,924 人、全体の 5.26％ということで、

単位認定というものが、道民カレッジを継続していってもらうための動機付けの手法だが、実はそれが

一部の方の動機付けにはなっているが、全体として考えた時に、動機付けになっているかどうかという

ことが、事務局としては疑問かなということもあり、この数字を出させていただいた。 

 

 ○委員 

   民間事業者として生涯学習に関わる講座を切り回して経営してきたという経験から言うと、講座の一

部を連携講座として入れていただいているが、受講する人は、道民カレッジだから受講しているわけで

はなく、純粋にどこがやろうと、誰がやろうと、講座が面白いか面白くないか。それから自分が通える

日時、時間の都合に合っているか。その次を言うと、お財布の都合ということである。たぶん、北海道

における生涯学習について、どのくらい生涯学んでいるかということを見る数字を何でつかむかという

のは非常に難しいと思うが、その一つとして道民カレッジの受講の状況を見ることでその一部を判断し

ようという気持ちでいらっしゃると思うが、民間で事業をやっていると、連携講座に名乗りを上げるこ

とで、うちの講座の人が増えてくるということはあまり感じない。独自でＰＲをして、募集をするので、

そこに道民カレッジと連携していようがしていまいが、あまり関係ないというのがある。 

   また、事務方からすると、連携講座になると、いろいろな手続きが面倒で、だったら独自でやってい

るからそれでいいということにより、積極的にもっと連携講座にしておけるように名乗りを上げなさい

と言っているんだけれども、自分たちでやってますからそれで十分という返事になってしまう。 

   「今、道民カレッジの受講者がこれくらいいて」という数字は、道民カレッジとしての主催講座と連

携講座の比率があり、多くの方が連携講座に参加しているのであれば、そこはあまり道民カレッジとは

関係なく、行きたいところに行くという感じなのではないかと思っている。 

   民間生涯学習事業者としての大きな悩みは、地域の自治体主催のかなり安い料金の講座との競合であ

る。そういう講座と競合して、撤退せざるを得ない状況というのがある。非常に安い受講料で開催され

るので、民間企業は成り立たなくなる。そこで民間企業が 10 年間やっても、全部赤字だったというふう

になると、撤退せざるを得なくなる。撤退してしまうと、最終的には、地域の講座数だとか、講座のバ

ラエティだとか、いろいろなものが減ってしまうことになっていて、地域の人にとっては大変に申し訳

ないと思っている。地元の自治体、教育委員会が主催するものとの兼ね合い、競合関係は厳しい。場所

代、設備費、講師料だとかを全部まかなった上でやっていかなくてはいけないので非常に厳しくて、自

治体が主催するものと、民間業者がやっていくものが上手に両立しないと、結果的には地域の人にご迷

惑をかけている気がする。ある程度その地域で民間がやっていける状況になると、例えばその地域にい

ない先生に札幌から行ってもらうことができるが、そこは大変厳しいものがある。そのため、民間でで

きることは民間で任せていただいた方ができるのにということは正直ある。今後ますます人口が減って

くる時代になってくると、民間事業者は大変になる。民間事業者は講師に払う謝礼よりも、設備に掛か

るお金、場所代がすごく圧迫している。そこが厳しいところ。 
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 ○部会長 

   かなり重要な点をご指摘いただいた。他に何かあれば、関連していることでもお願いします。 

 

 ○委員 

   （私たちのセンターは）市からの指定管理費で講座を企画・運営しているので、民間から比べれば優

遇されていると思うが、市民活動系や産業ビジネス系と言われるものは、行政が主催し無料でやってい

るようなものを有料でやらなければいけないため、非常に苦しいところがある。民業圧迫にならないよ

う、民間事業者がやっている教養系の講座とかそういったものから撤退してしまうと、稼ぎ頭でもある

ため、そこから受講料を得てマイナス分を補てんすることができない。そのへんをうまく棲み分けでき

るよう調整し、支援していただけると非常に有り難いと思う。 

 

 ○委員 

   指定管理者が運営しているところにしても、純粋に民間にしても、いずれこのままだとどちらも存続

できなくなるかもしれないという危機感を持っている。どっちもなくなると、いつでも、どこでも、い

くつになっても入門できるというものが無くなるのではないかと思ってしまう。 

 

 ○部会長 

   民間による学習機会提供と道民カレッジとの役割分担をどう考えていくかということについて意見を

出していただいた。 

 

 ●事務局 

   道民カレッジについては、民業圧迫という観点でいくと、主催講座ではなく連携講座というかたちで

民間の方と連携させていただいているので、道民カレッジ自体が民業圧迫しているという状況ではない。 

 

 ○委員 

   連携講座というかたちで参加できるかたちになっているので、道民カレッジという入口から民間に入

ってきてくれるという仕組みがある。ただ、地方になっていくと、自治体さんがすごく講座を開催され

ているので、大変になってくる。 

 

 ●事務局 

   今回、参考として資料を付けさせていただいているのが、道民カレッジの区分ではないが、各市町村

が行っている講座、これがどういうものが多いかというものを見たときに、教養だとか体育・レクリエ

ーション、家庭教育・家庭生活に関わるものが圧倒的に多いというような状況になっている。今回調べ

てみて実際にそうなっている。確かに道民カレッジの連携講座もそういうものが多いが、連携講座以外

を見ると実際そうなっているということで数字を出させていただいた。 

 

 ○部会長 

   まさに委員が御指摘くださったことを裏書きするような状況になっているということである。事務局

が前におっしゃったことで言うと、道民カレッジ自体は民業圧迫しているわけではもちろんないが、問

題はその先にあって、ひとつは民間と道の役割分担という論点と、もうひとつは道民カレッジ固有の問

題で、連携講座に登録することのメリットはどこにあるのかという二つが含まれていたかと思うので、

前者の問題を考えていかなければならないと思う。もちろん道民カレッジが民業圧迫しているという議

論ではないと思うが、むしろ、民間とそれ以外の公的なセクターが行うものの望ましい棲み分けを、ど

う道民カレッジが生み出していくことができるのかというようなところまでいかなければいけない話な

のではないかと思う。 

 

 ●事務局 

   道民カレッジの連携講座というのは、基本的に市町村が行っている講座が多いが、あくまでも市町村



- 9 - 

の住民に対する講座であったものを、市町村の住民だけではなく、受けたい人が受けても良いよという

取扱にするという意味をこめて連携講座というかたちにしている。 

   もうひとつは、継続していってもらうための意識づけとして、単位認定というかたちをとった。そこ

の中で、要素としてはふたつで、意識づけとしての単位認定は今後も必要なのかということ。それから、

その市町村で行うものはその市町村の住民しか受けられないという枠ではなく、それをもっと広げてい

きましょうという考え方を広げていくのはどうなのかと、まずそこになるかなと思う。それによって、

連携講座の在り方を今後考えていけばいいのかなと思う。 

 

 ○部会長 

   論点がクリアになったが、学びの継続性ということの背景に、単位制度の有効性というお話と、連携

講座にどういうタイプの講座をお誘いすべきかということ。連携講座を拡大するためのいろいろな取組

をこの間してきていただいていると思うが、それを限られた条件の中でやられていると思うので、どこ

に力を入れて連携講座の開拓をしていくのかという話になってくるのではないかと思う。 

   学びの継続性というところに関わるところのお話をしていただいたが、他の観点にも関わるお話でも

あると思うので、もし他に御説明いただいたことについて何か御質問・御意見はありませんか。 

 

 ○委員 

   地域間格差についてだが、学校教育についても伝統的な地域性があり、どうしても格差はできるが、

生涯学習のデータから見ても、格差があるということが浮き彫りになったということ。第２回目の論点

になってくると思うが、何か今時点で要因、背景といった面で何か頭出しいただける部分があればお聞

きしたい。 

 

 ○部会長 

   一口に地域間格差と言っても何か背景があると思うが、何か補足してあるか。 

 

 ●事務局 

   考えられる理由として、例えば地域にある教育資源という部分でいくと、都市部には大学をはじめと

した高等教育機関があり、そういったところとの連携を行うことによって、講座だとか学びの場が多く

なる。地方に行くと、そういった高等教育機関だとか、例えば生涯学習施設がなかったりだとか、ＮＰ

Ｏとかの各種教育関係団体が少ないといった部分で、教育資源が少ないことによって、学びの場が同じ

ように少ないというようなことは考えられる。 

 

 ○委員 

  教える先生が少ないというのが、地方で課題なのかなという気がする。同じ先生を争奪して、方や格

安で方や民間がやっていける料金でということになって、同じ先生がやっていると、安い料金に流れて

しまう。生涯学習は学校の先生のように配置されているわけではないので、地域の中から教えてくれる

人をどうやって見つけて育成していくかというのが課題なので、なかなかいない。昔よくいたお茶とか

お花とか、教養・趣味系の講座は先生も高齢化しているし、需要も少なくなってくる。新しいものは地

方にまだ教えられる先生がいなかったりというような感じのような気がする。 

  

 ○委員 

   先ほどのお話に戻るが、単位申請者が全体の 5.26％と受講者数の割合に対して非常に低いということ

だが、それは称号の認定をしても表彰状を授与されて終わってしまうからではないか。さっぽろ市民カ

レッジにおいて、博士号を取得された方たちは、何かここで教えられるとか、そういったものをもうけ

た方が良いんじゃないかとよく言われるが、道民カレッジでは今後そういう仕掛けづくりをお考えにな

る予定はあるか。 

  

 ●事務局 
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  そこについては今のところ考えてはいない。先ほど委員が言われたとおり、受けたいと思えるような

講座をどう増やしていくというのが一つであり、行政としてはこういうものを学んでほしいというもの

をどういうふうにＰＲしていくかという、両方が求められている。そういう中で、実際に市町村が行っ

ている講座でいけば、分野的に非常に偏在しているという部分があり、その辺を道教委としてどういう

ふうに考えていくのかというところがある。ただ学べばいいというだけでなく、学びを行動につなげる

ような、そういうような学びにしていく必要はあるだろうと考えている。 

 

◯部会長 

 だとすると、ある程度学んだ人が講師を務めるみたいな話は、学びを行動につなげるという意味でつ

じつまが合っているかなと思うが、そういう話にはならないのか。 

 

●事務局 

  それはそれで一つかと思うが、民間と競合する必要性があるのかという部分、民間が一生懸命やって

いるところに行政も出て行く必要があるのか、それよりも、どちらかというと非常に不足している分野

がある。そこのところをどうしていくかというのがまず第一であると事務局として思っているところ。 

 

◯委員 

  生涯学習の講師というのは難しくて、道民カレッジの単位をたくさん取ったからといって、いろいろ

ある講座をたくさん勉強して、それが 1,000 単位になったとしても、その人が講師になれるかというと

それはまた違ってくる。習いたいと思ってくる人は、一つのことを何十年もやって、いろんな経験を積

んでいる内容を蓄積されている方の講座を受けたいという方が多いので、専門的に突き詰めて研究をさ

れているとか、勉強されているという方の講座で習いたいという方が多いので、なかなか生涯学習のと

ころで習ったことを元に、そう簡単には先生になれないというのが難しいところ。 

  手芸的なことだと、少し習ってすぐ別のところで先生をされる方がいらっしゃるけれども、なかなか

受講者の方が満足いかなくて、受講者の方も１回２回習って終わってしまうということが多い。本当に

講師をやって、古今和歌集だけを何年も研究されている北大の文学部の先生が語ってくれる古今和歌集

の講座というと、そこの講座に通ってくる人は、月２回十何年も通っているという受講者の方がいらっ

しゃる。受講する方々も成熟されていて、本当に求める深いものを持っている先生のところに行きたい、

一度先生が与えてくれるものが満足いくものであったら、病気になるまでやめない。ずっと通い続けて

いく。だから、講座数としては一個なんだけれども、その深さは十年通ってます、二十年通ってますと

いう方がいるので、いわゆる学校教育の単位を何単位取ったら終了というのと、そこがすごく違うとこ

ろで、そこの密度の濃さというのは面白いところ。一般市民の求めるもののある意味ものすごく深いと

ころを求めているところであり、そこが、卒業とか４年で終わりみたいにはならない。とにかくたくさ

ん取れば卒業できるというのとは違う。 

 

◯委員 

  （さっぽろ市民カレッジでも）単位をたくさん取っている方は、歌などの趣味の講座を受講されてい

る方に多い。その方たちがそのまま講師になれるかというとそうではないが、先ほど事務局が、学んで

ほしいものを学んでいただける仕組みづくりということをおっしゃったので、例えば同じ単位数であっ

ても、この講座を履修すると教える資格を得られるとか、大学の教職員過程のような仕組みを考えては

どうか。必修講座を全部履修したら、初心者レベルの人たちに入門編を教える資格ができるとか、そう

いった感じで考えている。 

  （わたしたちのセンターでは）市民講師の方たちに講師経験や資格・肩書きを求めていないため、受

講者に講師経験の浅い方だけれども、そのかわりに受講料も少ないし、（講師と）一緒に学ぶかたちで受

講してみませんかと声をかける。そんなかたちであれば道民カレッジでも可能なのではとお話をさせて

いただいた次第である。 
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●事務局 

  実際に単位をたくさん取ったり、学んだ成果をということで、参考でお配りした第一回地域活動実践

講座というものがあるが、実際にたくさん取られている方が実践講座であればレポートを書いていただ

いて、人数の多いところで発表をして、活動を報告するような、活動報告会のようなものだが、札幌で

しかやっていないので、今後は地方開催にして、地域間格差の解消を含めたかたちでできればというの

と、インターネット講座という、動画をつくってネットで配信している部分についても、道民カレッジ

を一生懸命やって単位を取っている方の動画を撮ってネットを配信して、こういうかたちで学んで、地

域づくりに活躍しているというようなもので周知しているというようなことを今は行っている。 

 結果として学んだ成果を活かす人材を多く輩出できるかというと、これからのことなのかなと思う。 

 

◯部会長 

  今の議論で言うと、現状の管理制度を前提とすると、学位を得た人がそのまま教えるというのは難し

いというのは皆さんのコンセンサスだと思うが、かといって、学んだ人がその成果を活かす出口として、

道民カレッジで教えるというのを全く排除してしまうのはもったいない話で、そのことと現状の単位制

度とは少し違ったものになるんでしょうけれども、ある種の単位制度とか、プログラムみたいなものを

活かすという考え方は十分あり得るんじゃないかということとして、検討項目に含めていただく方がい

いのではないかと、議論を伺っていて思った。 

  教えられるコンテンツに関しては、ものすごく深いものが必要だと思うが、自分の大学で担当してい

る教員の研修を思い出したが、それぞれの教員が、自分の教える科目についてはものすごく深いものを

持っているが、教え方だとか、授業の組み立て方だとかについてはどこでも教わってきていないので、

そのためにそういうことにしぼった研修をやるんだけれども、何かそのタイプのこと。学習の場のつく

り方だとか、講座の組み立て方みたいなことについての講座を効果的に提供できるみたいなことがあれ

ば、そういうものを受けていただいた方に、内容について深いものを持っている方をどう発掘するかと

いう課題は依然として残るけれども、そういう方に活躍していただくことは、どういうかたちでかは難

しいと思うけれども、あり得るかなと思う。 

他にいかがでしょうか。御説明いただいた内容について、また、その他何かありますか。 

   特になければ先程事務局から御説明いただいた今後目指す方向性というのは、こういう方向で事務局

の方で考えられておられるということだと思うが、これで決定ということでは必ずしもなくて、こうい

う方向なんだろうということで、この後４回そちらにあるスケジュール案に沿って、主にここに上がっ

ているような柱で議論を交わしていきたいというようなことになると思う。ただ、これを踏まえて重要

な論点を付け加えていただきましたので、そういうものもカバーできるようなかたちで次回以降この内

容に沿って議論していくという御提案かなと思うが、そのようなことでよろしいか。 

＜質問・意見等無し＞ 

次回以降もそのようなことで進めていくということで、引き続き事務局で御検討いただければと思う。 

これで用意していただいた議事は終わるので、この後は事務局にお願いする。 

 

●事務局 

 ありがとうございました。 

 次回の部会だが、12 月上旬あたりでどうかと思っている。改めて日程調整をさせていただこうと思う 

ので、大変忙しい時期かと思うが、よろしくお願いします。 


